
北海道農地整備事業実施事務取扱要領 

 

制定 平成 26 年（2018 年）２月６日付け農地第 560 号農政部長通知  

 最終改正 令和 ７年（2025 年）９月３日付け農地第 249 号農政部長通知  

 

農地整備事業（以下「本事業」という。）の実施等については、土地改良法（昭和 24 年法律第 195

号。以下「法」という。）、農業競争力強化農地整備事業実施要綱（平成 30 年３月 30 日付け 29 農振

第 2604 号農林水産事務次官依命通知。以下「要綱」という。）及び農業競争力強化農地整備事業実施

要領（平成 30 年３月 30 日付け 29 農振第 2605 号農林水産省農村振興局長通知・29 生畜第 1500 号農

林水産省生産局長通知。以下「要領」という。）並びに農山漁村地域整備交付金実施要綱（平成 22年

４月１日付け 21 農振第 2453 号農林水産事務次官依命通知。）及び農山漁村地域整備交付金実施要領

（平成 22年４月１日付け 21生畜第 2045 号農林水産省生産局長通知・21農振第 2454 号農林水産省農

村振興局長通知・21 林整計第 336 号林野庁長官通知・21 水港第 2724 号水産庁長官通知。以下「交付

金要領」という。）に定めるもののほか、この取扱要領の定めるところによるものとする。 

 

第１ 対象事業 

１ 経営体育成型 

要領別紙１（農地整備事業に係る運用）（以下「運用」という。）の第３の１及び交付金要領

別紙１（農地整備に係る運用）の運用１（農地整備事業）（以下「交付金運用」という。）の第

２の１に定める事業を対象とする。 

２ 中山間地域型 

運用の第３の２に規定する事業を対象とする。 

３ 国営流域治水対策型 

運用の第３の３に規定する事業を対象とする。 

４ 国営事業促進型 

運用の第３の４に規定する事業を対象とする。 

 

第２ 事業実施主体 

農業経営高度化支援事業（運用の別表１の区分の欄の４の事業及び交付金運用の別表１の区分の

欄の４の事業をいう。以下同じ。）の事業実施主体については、次のとおりとし、定めがない事業

は、運用の第４及び交付金運用の第３に定めるとおりとする。 

１ 高度土地利用調整事業のうち、調査・調整事業（以下「調整事業」という。）及び水田貯留機

能向上支援事業については、運用の第４の３及び交付金運用の第３の３の規定により、市町村、

土地改良区、農業協同組合又は農地所有適格法人等が実施することができるものとする。 

２ 農地集積促進事業（以下「促進事業」という。）及び水田貯留機能向上推進事業については、

運用の第４の４及び交付金運用の第３の４の規定により市町村又は土地改良区が実施することが

できるものとする。 

３ 耕地利用高度化推進事業（以下「耕地高度化事業」という。）については、運用の第４の５及

び交付金運用の第３の５の規定により、市町村が実施することができるものとする。 

 

第３ 事業の計画等 

１ 市町村長は、経営体育成型及び中山間地域型を実施しようとする場合は、運用の第６の１の（２）

及び交付金運用の第５の１の（２）に規定する基盤整備関連経営体育成等促進計画（以下「促進

計画」という。）を作成し、別記第１号様式に添えて、本事業の採択を希望する年度の前年度の



９月末日までに総合振興局長又は振興局長（以下「総合振興局長等」という。）に提出するもの

とする。 

２ 総合振興局長等は、経営体育成型及び中山間地域型を実施しようとする市町村があるときは、

運用の第６の１の（１）及び交付金運用の第５の１の（１）に規定する農用地利用集積促進土地

改良整備計画（以下「集積促進整備計画」という。）を作成し、１により提出された促進計画と

併せて、別記第２号様式に添えて、本事業の採択を希望する年度の前年度の 10月末日までに農政

部長に提出するものとする。 

３ 市町村長は、農業経営高度化支援事業（国営流域治水対策型を除く。）を実施する場合又は実

施しようとする土地改良区、農業協同組合若しくは農地所有適格法人等がある場合は、市町村高

度化計画（別記第３号様式）を作成し、別記第１号様式に添えて、本事業の採択を希望する年度

の前年度の９月末日までに総合振興局長等に提出するものとする。 

なお、市町村高度化計画は次の要件を満たすものとする。 

（１）促進事業を実施する場合は、経営体育成型においては運用の第５の１の（４）又は交付金

運用の第４の１の（３）、中山間地域型においては運用の第５の２の（１）のエ、国営事業

促進型においては運用の第５の４に規定する促進事業の要件を満たすものであること。 

（２）市町村高度化計画の作成に当たっては、促進計画、国営集積計画又は国営担い手集積計画

と整合性を図るほか、土地改良区、農業協同組合、その他関係団体と協議するものであるこ

と。 

４ 北海道土地改良事業団体連合会会長は、指導事業を実施しようとする場合は、農業経営高度化

支援事業（指導事業）事業計画（別記第５号様式）を作成し、別記第４号様式に添えて、事業の

実施を希望する年度の前年度の９月末日までに総合振興局長等に提出するものとする。ただし、

複数の総合振興局又は振興局の区域を対象として事業を行う場合は、農政部長に提出するものと

する。 

５ 農政部長は、４のただし書きにより事業計画を受理したときは、関係する総合振興局長等に通

知するものとする。 

６ 農業経営高度化支援事業のうち水田貯留機能向上支援事業又は水田貯留機能推進事業を実施し

ようとする場合、事業実施主体は、事業の実施地区ごとに運用の別記様式第９号により水田貯留

機能向上計画を作成し、別記第１号様式に添えて、本事業の採択を希望する年度の前年度の９月

末日までに総合振興局長等に提出するものとする。 

７ 総合振興局長等は３の市町村高度化計画若しくは４の事業計画を受理したとき又は５の通知を

受けたときは、経営体育成型及び中山間地域型においては促進計画及び集積促進整備計画、国営

事業促進型にあっては国営集積計画又は国営担い手集積計画との整合性を確認の上、運用の第６

の５及び交付金運用の第５の５に規定する農業経営高度化計画を作成し、市町村高度化計画と併

せて、別記第２号様式に添えて、本事業の採択を希望する年度の前年度の 10 月末日までに農政部

長に提出するものとする。 

８ 総合振興局長等は６の水田貯留機能向上計画を受理したときは、別記第２号様式に添えて、本

事業の採択を希望する年度の前年度の 10 月末日までに農政部長に提出するものとする。 

９ 促進計画、集積促進整備計画、市町村高度化計画、農業経営高度化計画及び水田貯留機能向上

計画の変更に関する取扱いについては、農政部長が別に定めるところによるものとする。 

10 運用の第３の５の（３）のエ又は交付金運用の第２の３の（３）のエの規定により、生産基盤

整備事業等の開始年度の前々年度又は前年度から調整事業を実施する場合は、次のとおりとする。 

（１）市町村長は、調整事業（土地改良区、農業協同組合又は農地所有適格法人等が実施する場

合を含む。）を実施する年度の前年度の２月末日までに、農業経営高度化支援事業（調査・

調整事業）先行実施調書（別記第６号様式）を総合振興局長等に提出すること。 



（２）総合振興局長等は（１）の調書の提出があったときは、速やかに農政部長に報告すること。 

（３）調整事業の事業実施主体は、生産基盤整備事業等の開始年度の前々年度又は前年度に行っ

た調整事業の実績について、実施した年度ごとに調査・調整事業先行地区実績報告書（別記

第７号様式）を翌年度の４月末日までに総合振興局長等に提出すること。 

11 促進事業を実施する場合は次のとおりとする。 

（１）市町村長又は土地改良区理事長は、補助金の交付を希望する前年度の３月末日までに次に

掲げる書類を添えて農地集積促進事業集積等実績報告書（別記第８号様式）を総合振興局長

等に提出するものとする。 

ア 農地集積促進事業集積等実績書（別記第９号様式） 

イ 農地集積促進事業補助金に係る使途計画書（別記第 10号様式） 

なお、市町村が土地改良区等に交付する場合にあっては、上記イを土地改良区等から徴し、

その写しを総合振興局長等に提出するものとする。 

（２）総合振興局長等は（１）の報告書の提出があったときは、その内容を審査の上、４月末日

までに農政部長に報告するものとする。 

12 法外事業の施行申請 

（１）市町村長は、運用の別表１の区分の欄の２、３及び５並びに交付金運用の別表１の区分の

欄の２及び３のうち、法第２条第２号に掲げる土地改良事業(以下「法事業」という。）以外

の事業（以下「法外事業」という。）の施行を総合振興局長等に申請できるものとし、申請

を行う場合は、次に掲げる書類を添えて道営農地整備事業施行申請書（別記第 11 号様式）を

総合振興局長等に提出するものとする。 

ア 経営体育成型又は中山間地域型にあっては計画概要表（別記第 12 号様式） 

イ 事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準等（別記第 13号様式） 

ウ 負担金納入について（別記第 14 号様式） 

エ 造成施設の維持管理について（別記第 15 号様式） 

オ 施設用地の調達方法（別記第 16 号様式） 

カ 別記に記載の受益地を特定する施設等については次の書類を併せて提出するものとする。 

（ア）施行申請同意書（別記第 17号様式） 

（イ）土地権利調書（別記第 18 号様式） 

キ その他事業内容等により特に必要とされる書類 

（２）事業の施行申請書は、本事業の採択を希望する年度の前年度の９月末日までに提出するも

のとする。 

（３）総合振興局長等は、施行申請書の内容を審査し、事業の内容を適当と認めたときは、その

旨を市町村長に通知するものとする。 

13 法外事業の事業計画の作成及び決定 

（１）総合振興局長等は、12 の（３）の規定により施行申請の内容を適当と認めたときは、事業

計画の作成を行うものとする。 

（２）総合振興局長等は、事業を実施しようとする場合は、市町村長と協議の上、事業計画を決

定し、必要な書類を添えて、本事業の採択を希望する年度の前年度の 10月末日までに農政部

長に提出するものとする。 

（３）総合振興局長等は、事業計画の作成に要する費用及び事業の実施に要する費用の一部を、

地方財政法（昭和 23 年法律第 109 号）第 27 条第１項の規定に基づき当該市町村に負担させ

るものとする。 

 

第４ 事業の採択の通知 



１ 農政部長は、要綱第７の２により事業が採択されたときは、総合振興局長等に通知するものと

する。 

２ 農村計画課長は、農山漁村地域整備交付金交付要綱第６による国の交付決定をもって全体計画

のとおり着手できることとみなし、その旨、総合振興局産業振興部長又は振興局産業振興部長に

通知するものとする。 

３ 総合振興局長等は、１又は２により事業の採択又は着手の通知を受理したときは、速やかに市

町村長に通知するものとする。 

 

第５ 事業計画の変更 

１ 総合振興局長等は、法事業の計画の変更を行うときは、法に定めるほか、道営土地改良事業計

画変更取扱要領（昭和 63年７月１日付け計画第 149 号農政部長通知）の定めるところにより取り

扱うものとする。 

２ 総合振興局長等は、事業計画の変更を行うときは、その内容について別に定める農業農村整備

事業推進連絡会議の設置について（平成 12 年 11 月 21 日付け計画第 1230 号農村計画課長他通

知）による「農業農村整備事業推進連絡会議」において検討及び調整の上、変更内容を定めるも

のとする。 

３ 総合振興局長等は、事業計画の変更の内容について、あらかじめ市町村長と協議を了するもの

とする。 

４ 総合振興局長等は、法外事業の事業計画の変更を行うときは、別記に定める変更の内容を農政

部長に報告するものとする。ただし、総合振興局長等は次に掲げる要件に該当する事業計画の変

更を行う場合、手続きを開始する前にその変更内容について農政部長と協議するものとする。 

（１）事業費の大幅な変動 

変更前又は変更後において事業に係る事業費が５億円以上であって、事業費の変動が 50％以

上の増減になるもの 

（２）その他 

特に総合振興局長等が必要と認めたもの 

５ 農政部長は、前項の規定による協議があったときは、内容を検討し回答を行うものとする。 

６ 総合振興局長等は前項の協議の回答を受けた後、速やかに事業計画の変更内容を決定し、市町

村長の同意を得て確定するものとする。この場合、市町村長は、事業計画の変更内容に該当する

第３の 12の（１）のアからキを総合振興局長等に提出するものとする。 

７ 新たに法外事業を追加する場合の扱い 

（１）既に第４の３の通知があった地区において、市町村長が新たに法外事業を追加して申請し

ようとする場合は、第３の 12及び 13 の規定を準用する。ただし、第３の 12 の施行申請書、

第３の 13の事業計画書及び必要な書類の提出時期は随時とする。 

（２）農政部長は、前項により総合振興局長等から提出があった関係書類の内容を適当と認める

ときは、別記第 19号様式により、総合振興局長等に通知するものとする。 

（３）総合振興局長等は前項の規定による通知を受理したときには、速やかに市町村長に通知す

るものとする。 

 

第６ 事業の達成状況報告等 

１ 促進計画等達成状況報告 

（１）市町村長は、促進計画及び市町村高度化計画の達成状況を、生産基盤整備事業等（国営事

業促進型にあっては、国営農地再編整備事業又は国営緊急農地再編整備事業（以下「国営農

地再編整備事業等」という。））に着手した年度から目標年度（農業経営高度化支援事業を



実施しない地区にあっては、生産基盤整備事業等の完了年度）までの毎年度、別記第 20号様

式により翌年度の７月末日までに総合振興局長等に報告するものとする。 

（２）経営体育成型及び中山間地域型を実施する場合には、総合振興局長等は、開始年度を含め

て３年度目以降促進計画の目標年度まで、促進計画の担い手への農地の集積又は集約化に係

る達成状況について審査を行うこと。審査の結果、達成率が 70 パーセントに達していない場

合には、市町村長に対して適切な改善措置を講ずることができる。 

２ 水田貯留機能向上計画達成状況報告 

水田貯留機能向上支援事業又は水田貯留機能向上推進事業を実施する地区にあっては、事業実

施主体は生産基盤整備事業等の完了年度及び第３の６の水田貯留機能向上計画に位置付けられた

目標年度に、水田貯留機能向上の取組の実施状況を調査し、当該年度の３月末日までに、別記第

21 号様式により総合振興局長等に報告するものとする。 

３ 総合振興局長等は１の（１）及び２の報告があった場合には、１の（１）については当該報告

のあった年度の８月末日までに、２については当該報告のあった翌年度の５月末日までに農政部

長に報告するものとする。 

 

第７ 助成 

１ 道は農業経営高度化支援事業に要する経費について、北海道補助金等交付規則（昭和 47年北海

道規則第 34 号）に定めるもののほか、農業農村整備事業補助金等の交付事務取扱要領（平成８年

４月１日付け土指第３号農政部長通達）の定めるところにより予算の範囲内において助成するも

のとする。 

２ 調整事業は、補助金の交付の決定前であっても実施できるものとし、生産基盤整備事業等の開

始年度の前々年度又は前年度に実施した調整事業に要した経費の助成は、生産基盤整備事業等の

開始後、実施した調整事業の実績に対して行うものとする。 

 

第８ 環境に係る情報協議会 

総合振興局長等は事業計画の作成及び変更に当たっては、「環境に係る情報協議会」の今後の取

扱いについて（平成 26 年３月 24 日付け計画第 768 号）及び計画変更に当たっての「環境に係る情

報協議会」の取扱について（平成 15 年１月９日付け計画第 1635 号）により「環境に係る情報協議

会」を開催し、環境に関する意見交換、情報収集を行うものとする。 

 

第９ 財産の譲与 

総合振興局長等は、事業により取得又は造成した別記の財産を市町村等に譲与するときには、北

海道有土地改良財産の譲与に関する条例（昭和 37年北海道条例第 30号）に基づくものとする。 

 

第 10 その他 

この取扱要領に定めるもののほか、本事業の実施に関し必要な事項は、農地整備課長が別に定め

るものとする。 



附則 

１ この要領は令和５年（2023 年）６月１日から施行する。 

２ この取扱要領の施行前の取扱は、なお従前の例による。 

３ 令和６年度（2024 年度）の採択申請に限り、第３の６に定める提出期限は適用しない。 

 

附則 

１ この取扱要領は令和６年（2024 年）８月２日から施行する。 

２ この取扱要領の施行前の取扱は、なお従前の例による。 

３ 改正後の第６の１の（２）並びに別記第 20 号様式の２の（２）、（３）及び（４）については、

令和６年度以降に本事業の実施に向けた計画策定に着手する地区（要領別紙２に定める実施計画

等策定事業又はこれに類する事業を行う地区をいう。国営事業促進型にあっては、国営農地再編

整備事業等の地区調査に着手する地区をいう。）又は令和９年度以降に採択する地区（国営事業

促進型にあっては、国営農地再編整備事業等を採択する地区をいう。）について適用し、その他

の地区については、なお従前の例による。 

 

附則 

１ この取扱要領は令和７年（2025 年）９月３日から施行する。 

２ この取扱要領の施行前の取扱は、なお従前の例による。 

３ 改正後の別記第３号様式、別記第９号様式、別記第 10 号様式及び別記第 20 号様式について、

令和６年度以前に要綱第７の申請が行われた地区については、なお従前の例による。 



別記 

 

（第３の 12 の（１）のカ関係） 

受益地を特定する施設 

営農用水施設及び農業集落環境管理施設（堆肥製造施設） 

 

（第５の４関係） 

報告要件 

（１）農産物被害防止施設 

ア 計画延長の 20パーセント以上の増減 

イ 総事業費の 10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

（２）農業集落道 

ア 計画延長の 20パーセント以上の増減又は基幹道路の配置及び構造の著しい変更 

イ 総事業費の 10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

（３）農業集落排水施設 

ア 計画延長の 20パーセント以上の増減 

イ 総事業費の 10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

（４）農業集落防災安全施設 

ア 総事業費の 10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

（５）農業集落環境管理施設 

ア 計画面積の 20パーセント以上の増減 

イ 総事業費の 10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

（６）用地整備 

ア 計画面積の 20パーセント以上の増減 

イ 総事業費の 10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

（７）環境整備 

ア 総事業費の 10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

（８）生態系保全空間整備 

ア 総事業費の 10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

（９）営農用水施設 

ア 計画延長及び計画日最大給水量の 20 パーセント以上の増減 

イ 総事業費の 10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

（10）農作業準備休憩施設 

ア 計画面積の 20パーセント以上の増減 

イ 総事業費の 10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

（11）地域資源利活用基盤 

ア 総事業費の 10パーセント以上の増減（労賃又は物価の変動によるものを除く。） 

 

（第９関係） 

１ 道有土地改良財産として譲与の対象となるもの 

（１）農業用用排水施設 

（２）農道 

（３）農産物被害防止施設 

（４）農業集落道 



（５）農業集落排水施設 

（６）農業集落防災安全施設 

（７）農業集落環境管理施設 

（８）換地手法により捻出された用地を除く用地 

（９）環境整備施設 

（10）生態系保全空間整備施設 

（11）営農用水施設 

（12）農作業準備休憩施設 

（13）地域資源利活用基盤 

 

２ 道有土地改良財産とならないもの 

換地手法により捻出された用地 


